
 

令和７年度愛知県社会福祉協議会保育部会事業計画 

 

 わが国では、少子化の進行とそれに伴う人口減少、地域や家庭での養育力の低下、子育て家庭の

孤立など、子どもと子育てをめぐる環境の大きな変化とその対応が社会的な課題となっています。 

保育分野は大きな転換期をむかえており、すべての子育て家庭を支援するために創設された「こ

ども誰でも通園制度」は、令和 8年度から子ども・子育て支援法に基づく新たな給付として全国の

自治体において実施するとされており、また国の事業として相談事業を行うこととしています。 

さらに、文部科学省では幼保小の接続のあり方を見直し、幼児期からのつながりのある教育の実

現を目的とした「幼保小の架け橋プログラム」を全国のモデル地域で実践しています。 

県内の公立・民間保育所等で組織する保育部会は、法人・施設の連携を強化し相互支援を推進す

るとともに、当面する課題への対応や地域における保育所等の役割を研究協議し、保育所等の機能

の充実と保育従事者の資質向上に寄与するため、次の項目を重点事項として事業を展開していきま

す。 

 

重点事項 

１ 保育士・保育教諭としての資質向上を図るための取組み 

２ 人材確保のための保育の魅力発信や施設運営の課題解決に向けた取組 

３ 保育所等の地域における子育て支援の取組 

４ 福祉サービスの質の向上のための自己評価と第三者評価の取組 

５ 保育部会の組織強化・充実の取組 

６ 法人間・施設間地域連携の推進 

７ 会員相互の支援体制整備の検討 

 

事業内容 

１ 部会･常務委員等の会議の開催 

（１）部会             １回 

（２）常務委員会          ３回 

（３）正副部会長会議       ４回（６月、７月、１２月、１月） 

（４）児童福祉施設等関係者会議  必要の都度 

 

２ 部会研修会等の開催 

（１）研修会等の開催 

①保育所長セミナー  ７月   

②保育所長研修会  １１月   

 

（２）調査・研究事業の実施 

   ①重点事項の課題や予算要望に関する事項についての調査・研究の実施 

   ②愛知県・名古屋市など行政との懇談会 必要の都度 

 

３ 会員向け情報提供等の充実 

（１）全国保育協議会から提供される情報等を会員向けに提供 

（２）保育部会事業内容を会員向けに提供 

 

 



 

４ 社会福祉施設委員会等との連携 

（１）社会福祉施設委員会の事業・研修等の企画・開催に対する協力と参加 

（２）国・県・指定都市等の制度・施策への提言及び関係予算に対する要望等の取りまとめ 

（３）社会福祉法人経営者委員会及び社会福祉施設委員会による関係機関への提言活動の実施 

 

５ 全国保育協議会・東海北陸ブロック保育協議会・県内組織との連携協力 

（１）全国保育協議会協議員総会等への役員の派遣 ３回 

・第１回協議員総会 （６月６日 全社協灘尾ホール） 

・第２回協議員総会 （２月２７日 全社協灘尾ホール） 

・全国保育組織正副会長会議  

（２）全国教育・保育研究大会への役員・意見発表者等の派遣 

（３）東海北陸ブロック保育協議会への役員の派遣 ３回 

・第１回東海北陸ブロック保育協議会会議 (７月１８日 岐阜県) 

・第２回東海北陸ブロック保育協議会会議 (１１月予定 岐阜県) 

・第３回東海北陸ブロック保育協議会会議 (２月予定 富山県) 

（４）東海北陸教育・保育研究大会等への役員・意見発表者等の派遣 

（５）県内関係組織との連携及び関係会議への参画 

（６）全国的課題についての意見集約と情報の周知 

 

６ 各種大会・研修会等への案内・参加協力 

（１）全国教育・保育研究大会東京大会 （１１月２０日～２１日 東京都） 

（２）公立保育所・公立認定こども園等トップセミナー （８月未定 オンライン予定） 

（３）教育・保育施設長ステージアップ研修 基礎編（７月未定 全社協灘尾ホール） 

（４）教育・保育施設長ステージアップ研修 専門・発展編 前期（１１未定 全社協灘尾ホール） 

（５）教育・保育施設長ステージアップ研修 専門・発展編 後期（２月未定 全社協・会議室） 

（６）認定こども園研修会 （１月未定 全社協灘尾ホール） 

（７）東海北陸教育・保育研究大会岐阜大会 (７月１７日～１８日 岐阜県) 

（８）東海・北陸ブロック次世代保育リーダー養成セミナー  (１１月予定 岐阜県) 

 

７ 災害等に備えた体制整備への取組 

（１）愛知県災害福祉広域支援推進協議会への協力 

（２）災害時及び感染症等に関わる事業継続計画（ＢＣＰ）等の策定・運用支援 

（３）社会福祉法人経営者委員会・社会福祉施設委員会との支援体制整備の検討 

 

８ 人材確保のための取組推進 

（１）福祉人材センター及び保育士・保育所支援センター事業への協力 

（２）福利厚生センターへの加入促進 

 

９ 共同募金運動への協力 

 

10 愛知県セルプセンター事業への協力 


